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1． 背景・目的 

 近年、街頭犯罪は減少傾向にある 1）。しかし、都

市の集約化のように都市構造が変化すれば、人口集

積や匿名性向上などが起こり犯罪リスクも変わる。

そこで、都市計画学的なアプローチである環境防犯

設計の考え方が重要となる。ここでは、その中の領

域性の確保について考える。 

 木梨ら 2）は自主防犯活動による犯罪抑制効果に

ついて明らかにした。Matsukawa et al.3）は町内会に

着目し、ソーシャルキャピタルと防犯に関する理論

モデルの検証を行った。また、Moore et al.4）はソー

シャルキャピタルを分類して犯罪との関係を分析し

た。しかし、日本では、美化活動や相互関心の高ま

りなどによって形成された地域の雰囲気という領域

性が犯罪に与える影響についての定量的な研究は十

分ではない。また、近年、居住エリアだけでなく商

業エリアでもコミュニティ活動が活発になっている

ことから、商業エリアでも領域性による犯罪抑制効

果を明らかにする必要がある。 

 本研究の目的は、エリアマネジメントのような商

業エリアの地域コミュニティに着目して、地域交流

や美化活動といった活動の増加が街頭犯罪に与える

影響を明らかにすることである。 

 

2． 研究方法 

⑴ 対象犯罪 

 街頭犯罪（ひったくり、車上ねらい、自動車盗、

オートバイ盗、自転車盗、自動販売機ねらい） 

⑵ 手法 

イベントスタディを行う。 

yi,t = β0  + ∑ 𝛽𝑠
𝐾
𝑠=−𝑘 𝑎𝑟𝑒𝑎𝑖,𝑡+𝑠+ ymontht + districti + εi,t 

 iは町丁目、ｔは年月である。ｓはエリアマネジ

メントの活動開始からの年月（kか月前からKか月

後）を意味する。𝑎𝑟𝑒𝑎 i,t+sは時期 t+sにおいて町丁

目 iがエリアマネジメントを行っているかを表すダ

ミー変数である。ymontht は年月固定効果、districti

は町丁目固定効果である。 

⑶ 対象地域 

 2009～2021年に活動を開始したエリアマネジメ

ントが行われている町丁目が存在する市区町村の

うち、用途地域が近隣商業地域、商業地域である

町丁目を対象とする。処置群はエリアマネジメン

ト活動が行われている町丁目、対照群はそれ以外

の町丁目である。 

⑷ データ 

2009年から 2021年までの 13年分の年別・町丁

目別・罪種別のデータ。このうち 2018年から 2021

年までの 4年間のデータについては、発生日時とひ

ったくり被害者の属性の情報が含まれているため、

月別での集計、被害者の性別や年齢・時間帯による

分析が可能である。 

 表 1は 13年間の年別の分析の対象となった市区

町村とその町丁目数で、全て東京都内の区である。

年によってはデータが欠損している町丁目もある。 

 

表 1 対象のエリアマネジメント数と町丁目数 

 

表 2 サンプルの代表値（犯罪総数） 

 

千代田区 1 1 86

中央区 2 5 73

新宿区 1 1 19

港区 3 6 33

世田谷区 1 2 1

渋谷区 1 5 5

豊島区 1 1 14

板橋区 1 4 6

江戸川区 1 4 7

合計 12 29 244

対象エリア

マネジメント数
区

処置群

町丁目数

対照群

町丁目数

サンプル数 平均 標準偏差 最大値 最小値

処置群 376 27.49202 30.68837 148 0

対照群 3163 11.38634 18.27805 151 0
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表 3 対象としたエリアマネジメント地域内の犯罪数 

 

表 2 は対象となった街頭犯罪の総数についての

各代表値を示している。 

⑸ 研究の流れ 

 用途地域マップ、国勢調査町丁・字等別境界

データセットを用いて、エリアマネジメント地

域が存在する市区町村における、近隣商業地

域・商業地域にあたる町丁目を抽出した。次に

13 年間の年別データを用いて分析を行う。ま

た、4 年間の月別データを用いて短期の効果、

時間帯別・性別・年齢別の分析を行う。 

 波及効果が存在する可能性がるため、処置群

に隣接する町丁目を対照群から外した分析も行

う。 

 

3． 結果 

表 3 には 13 年分の年別の分析の対象となっ

たエリアマネジメント地域における犯罪数を示

している。対象となった街頭犯罪の総計の値で

あり、1 つのエリアマネジメントが隣接する複

数の町丁目で行われている場合は、その合計を

示している。＊はその年に活動が始まったこと

を表している。 

2020 年は多くの地域で大幅な減少が見られ

る。これは新型コロナウイルスの流行により外

出する人が減り、犯罪の対象となる歩行者や自

転車などが商業地域からなくなったためだと考

えられる。 

図 1 には処置群、対照群それぞれの町丁目の

平均の犯罪数の年変化を示している。どちらも

減少傾向であり、処置群の方が犯罪数が多くな

っている。これは、対照群数が多い千代田区や

中央区の町丁目あたりの犯罪数が少ないためで 

 

図 1 平均犯罪数の変化 

  

ある。2021 年の犯罪数は 2009 年と比べて、処

置群は 71％減、対照群は 63％減と処置群の方

が大きく減少している。 

エリアマネジメント活動の開始という処置に

よる効果についての、イベントスタディによる

分析結果は当日発表する。 
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